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研究成果の概要（和文）：本研究は、地方自治体の持続可能な発展に向けてエネルギー環境政策を支援する地域エネル
ギー需給統合システムの開発を目的とする。開発手法は、産業連関分析法を含めて福島県、岩手県、茨城県など地方自
治体の経済、環境、雇用効果の分析に適用された。研究では、太陽光発電、風力発電、バイオマスなど再生可能エネル
ギーと、燃料電池、コージェネレーション、自家発電など分散型エネルギー技術の適切な導入容量を求めるだけでなく
、それらが広く普及した時の地方自治体に与える経済・環境効果を分析した。結論として、これらの技術が、地方自治
体のエネルギー・環境改善だけでなく経済と雇用成長をもたらすことを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The study aims to develop the integrated local energy demand and supply system to 
support the local government on energy and environmental policy for the sustainable development. The 
method was applied to investigate the economic, environmental and employment effects of local government 
such as Fukushima, Iwate and Ibaraki prefectures as well as the whole country with using Input-Output 
Analysis methods. In the study we analyzed the appropriate installation capacity of renewable energy 
technologies such as solar power, wind power, biomass energy, etc. as well as dispersed energy 
technologies of polymer electrolyte fuel cell, cogeneration, electricity self-generation and also the 
economic and employment effect on the local government induced by the wide spread of those technologies. 
It is concluded that those technologies are able to bring the local government in economic and employment 
growth as well as energy and environmental improvement of local areas.

研究分野：エネルギー学
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１．研究開始当初の背景 

 東日本大震災と原子力発電所の事故によ

って、エネルギー政策の見直しが議論されて

いくと考えられる。政策の中心は、省エネル

ギー・省電力に向けた需要側の対策と脱原発

など原子力への依存を低下させ、代わって再

生可能エネルギーや分散型技術の導入を加

速する供給側の対策になる。両者の両立には、

解決すべき難しい課題がある。エネルギー・

電力需要の抑制は人々の雇用や生活を守る

産業活動を維持しながら実施されなければ

ならず、またエネルギー市場規模が縮小する

中で、企業や国民への経済負担を強いること

なく、コストの高い再生可能エネルギーや分

散型技術をいかに導入していくかが課題と

なる。 

２．研究の目的 

東日本大震災と原子力発電所事故によっ

て、わが国のエネルギー基盤の脆弱性が露呈

するとともに、今後、エネルギー政策の見直

しが議論される中、エネルギー・環境問題は

これまで以上に重要性が増していくと考え

られる。本研究提案は、主に被災した東日本

４県の地方自治体を対象に、省エネルギー・

低炭素型社会の構築と自立分散型エネルギ

ー技術の普及が被災地域の経済復興と雇用

創出に果たす役割を定量的に分析できる「地

域エネルギー需給統合システム」を開発し、

各地方自治体における再生可能エネルギー

や分散型技術の導入量とその経済・雇用効果

を技術・経済・社会的要素を考慮して総合的

に明らかにすることを目的とする。 

３．研究の方法 

平成２４年度は、被災した東日本４県の地

方自治体における省エネルギーの推進、自立

分散型エネルギー技術の普及とその経済・雇

用効果を明らかにするために必要となる下

記に示すモデル開発を重点的に進める。 

(1) GIS 地域エネルギー需給システム 

本システムは、地方自治体のエネルギー需給

分析に必要となる個々のミクロデータを集

積し、自治体における技術ポテンシャルを推

計するものである。分析方法は、地理情報シ

ステムを使い、地域を細かいメッシュに分割

し、各メッシュに①需要側では省エネルギー

の推計に必要となる人口・世帯構成・年齢分

布、産業・民生・運輸部門の経済指標とエネ

ルギー消費量、それに家庭や業務部門などに

導入可能な高効率エネルギー機器などのデ

ータを、②供給側では土地利用と再生可能エ

ネルギー賦存量などのデータを整備する。 

(2) エネルギーチェーン多層評価モデル 

バイオマスエネルギーや製油所副生水素の

利用拡大には、電力・水素利用を供給源、製

造、輸送、利用のプロセスにわたり地域エネ

ルギーシステムとしてネットワーク化する

ことが必要となる。「エネルギー多層評価モ

デル」を用いて、効率性、環境性、経済性か

ら電力・水素利用システムを分析し、地域に

おけるバイオマスや水素の利用可能量から

地域の省エネルギーと二酸化炭素排出の改

善効果などを明らかにする。 

(3) 社会的受容モデル 

個々の需要家がどのような意識をもってい

るのか、エネルギー資源や技術を対象に、そ

の外部性に対する経済価値となる支払意思

額を、仮想評価法やコンジョイント法を使っ

て社会調査から明らかにする。 

(4) 最適エネルギー需給モデル 

社会的受容モデルで求めた需要家の支払意

思額を含めて地用自治体における 2030 年ま

でのエネルギー需給展望を、費用最小化を目

的関数とする最適エネルギー需給モデルに

よって明らかにする。 

(5) 産業連関分析モデル 

地域産業連関分析モデルを 2030 年までの期

間にわたり動的に分析できるようにマトリ

ックス法により改良し、地域における分散型

エネルギー技術の経済・社会影響を分析する。

具体的には、各地方自治体の人口構成、産業



構造、所得、雇用、技術力、エネルギー需給

などを考慮して、エネルギー面から地域経済

と雇用の創出効果を明らかにし、地域社会の

持続可能な発展を予測するものである。 

平成２５年度は、開発した「地域エネルギ

ー需給統合システム」を被災地域である東日

本の地方自治体である茨城県や岩手県に対

して適用し、地域社会における省エネルギー、

環境改善、そして地域の経済振興や雇用創出

を定量的に明らかにする。 

① 対象県のエネルギー技術に関するデータ

収集と分析 

研究の対象となる地方自治体について、ＧＩ

Ｓ地域エネルギー需給システムとエネルギ

ーチェーン多層評価手法の分析に必要な技

術データを収集し分析作業を実施する。 

② 最適エネルギー需給モデルによる分析 

最適エネルギー需給モデルにより社会調査

で得られた支払意思額を含めた分析作業を

行い、省エネルギーの効果と再生可能エネル

ギーや水素の導入可能量を定量的に明かに

する 

③ 産業連関分析モデルによる分析 

地域の産業連関表とエネルギーバランス表

を使って、分析に必要な人口・産業構造など

社会経済指標データを収集するとともに、省

エネ・省電力と再生可能エネルギーと水素に

関する分析結果が地域の経済と社会に及ぼ

す効果を明らかにする。 

平成２６年度は、その適用範囲を宮城県や

福島県に拡大し、平成２５年度に実施した下

記に示す研究内容を具体的に実施する。また、

被災地域である地方自治体の分析結果を統

合し、地域全体で見た省エネルギー、環境改

善、そして地域の経済振興や雇用創出を定量

的に明らかにし、報告書として取りまとめる。 

４．研究成果 

被災した東日本の地方自治体を対象に、省

エネルギー・低炭素型社会の構築と自立分散

型エネルギー技術の普及が被災地域の経済

復興と雇用創出に果たす役割を定量的に分

析できる「地域エネルギー需給統合システ

ム」を開発し、各地方自治体における再生可

能エネルギーや分散型技術の導入量と、その

経済・雇用効果を、技術・経済・社会的要素

を考慮して明らかにした。 

研究成果としては、学術誌への掲載９件、

国際会議への査読付き論文発表８件、国内で

の学会発表１２件、図書１冊を得ることがで

きた。また研究成果の一部は、平成２６年度

５月に策定された茨城県の「いばらきエネル

ギー戦略」において参考資料として使われた。 

（１）平成２４年度研究実績 

平成２４年度は、被災した東日本４県の地

方自治体における省エネルギーの推進、自立

分散型エネルギー技術の普及とその経済・雇

用効果を明らかにするために必要となる次

に示すモデル開発を重点的に進めた。①GIS

地域エネルギー需給システム、②エネルギー

チェーン多層評価モデル、③社会的受容モデ

ル、④最適エネルギー需給モデル、⑤産業連

関分析モデル 

また、開発された上記モデル群を用いて、

茨城県については「産業連関表を用いた太陽

光発電システムのライフサイクル分析」の研

究を実施し、また福島県に対しては「原子力

発電所の停止と再生可能エネルギー導入の地域産

業連関分析」の研究を実施し、それぞれの地方自

治体における自律分散型エネルギー技術の普及効

果を明らかにした。また、エネルギーチェーン多

層評価モデル研究として「バイオマスボイラを組

み合わせた純酸素燃焼型 IGCC」と「有機ハイ

ドライド供給システムを用いた燃料電池自

動車のライフサイクルエネルギー消費・CO2

排出分析」の研究を実施した。 

（２）平成２５年度研究実績 

平成２５年度は、被災した東日本４県の地

方自治体における省エネルギーの推進、自立

分散型エネルギー技術の普及とその経済・雇

用効果を明らかにするために、昨年度までに



開発したモデルの改善を図ると共に、それら

のモデルを下記に示す研究に適用した。 

① 福島県における原子力発電所停止と再生

可能エネルギー導入の地域産業連関分析 

② 産業連関分析法による固定価格買取制度

の経済評価 

③ 業務部門における分散型・集中型電源の

リスク・ベネフィット分析 

④ 分散型電源である固体高分子型燃料電池

の燃料特性評価 

平成２５年度は研究成果を国内外の学会

誌に積極的に投稿した。また次年度に向けて、

被災地への導入が期待されている再生可能

エネルギーの導入効果を経済・エネルギー・

環境の面から産業連関分析法で研究すると

共に、風力発電を対象にしてライフサイクル

から見た導入効果をハイブリッド産業連関

分析法で明らかにした。 

（３）平成２６年度研究実績 

平成２６年度は、主に被災した東日本の地

方自治体を対象に、省エネルギー・低炭素型

社会の構築と自立分散型エネルギー技術の

普及が被災地域の経済復興と雇用創出に果

たす役割を定量的に分析できる「地域エネル

ギー需給統合システム」を開発し、各地方自

治体における再生可能エネルギーや分散型

技術の導入量とその経済・雇用効果を技術・

経済・社会的要素を考慮して総合的に明らか

にすることを目的とする。 

また、平成２５年度までに開発した「地域

エネルギー需給モデル」を被災地域である東

日本の地方自治体である岩手県などに適用

し、地域社会における省エネルギー、環境改

善、そして地域の経済振興や雇用創出を定量

的に明らかにした。また、「エネルギー多層

評価モデル」を地域の製油所で生産される水

素供給システムに適用し燃料電池バスと乗

用車に対してライフサイクルから見たエネ

ルギー消費とＣＯ2排出量を分析した。 

「最適エネルギー需給モデル」の研究とし

ては、ポートフォリオ理論を用いて燃料価格

の変動を考慮した将来の最適な電源選択を

分析した。「社会需要モデル」については、

電力自由化がもたらす自家発電部門のエネ

ルギー需要変化について鉄鋼業をケースス

タディとして研究した。「産業連関分析」に

ついては、分散型電源を対象に国レベルでは

風力発電とコージェネレーションシステム

を、地域レベルでは福島県における再生可能 

エネルギーと茨城県における太陽光発電を、

それぞれ普及がもたらす経済性と環境改善

の効果を明らかにした。 
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